
コロナ_3

（単位：千円）

電話番号

メールアドレス

Ａ

Ｂ１ Ｂ２

交付対象
経費

国のR4予
算分（交
付限度額
①、②、

③）

国のR4予
算分（交
付限度額

④）

Ｂ３'
国のR4予
算分（交
付限度額

⑤）

Ｂ３''
国のR4予
算分（交
付限度額

⑥）

Ｂ４’
国のR4予
算分（交
付限度額
⑦、⑧）

Ｂ４’’
国のR4予
算分（交
付限度額
⑨、⑩）

国庫補助
額

その他
（一般財
源や補助
対象外経
費等）

検証状況
成果指標
（可能な限りで定量的指標を記載）

地域住民への周知に関
する資料
（箇条書き）

担当課・係名

合計 272,770 272,770 63 0 0 143,160 123,000 6,547 0 0
記載例
・市報
・市HP

例：総務課総務係

低
所
得
者
世
帯
給
付
金
に
係
る
部
分

本
体
分

1 R4 単 ○ ○

電力・ガス・食料
品等価格高騰重点
支援給付金事業
（低所得者支援給
付事業）【低所得
者世帯給付金】

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍に
おいて物価高騰等
に直面する生活困
窮者等への支援

○
①エネルギー・食料品

価格等の物価高騰に伴
う低所得世帯支援

125,100 125,100 2,100 123,000

①新型コロナウイルス感染症の影響によりエネルギー・食料品
価格等の物価高騰の影響を受けた住民税非課税世帯等に対し
て、生活・くらしの支援をするため、現金給付するもの。
②低所得世帯への給付金
③給付金総額
　R5年度分住民税均等割非課税世帯　4,100世帯×30千円
　　　　　　　　　　　　（うち生活保護世帯　  300世帯×30千円）
　家計急変世帯　　　　　　　　　　　　　　　　　70世帯×30千円 
　　
　
④R5年度分住民税均等割非課税世帯(生活保護世帯含
む)4,100世帯、家計急変世帯70世帯

－ － ○ － R5.5 R6.3 支給率100％を目標とする。
HP、広報紙を活用のほか、対
象者へ通知する

R5補正（地） 検証済

支給率98.3％、R5年度分住民税均等割非課税世帯
3,462世帯、家計急変世帯21世帯、未申請世帯及び
申請辞退世帯59世帯、エネルギー・食料品価格等の
物価高騰の影響を受けた世帯の経済的負担の軽減
に繋がった。

・市報
・市HP
・新聞広告

福祉課福祉総務係

低
所
得
者
世
帯
給
付
金
に
係
る
部
分

事
務
費

2 R4 単 ○ ○

電力・ガス・食料
品等価格高騰重点
支援給付金事業
（低所得者支援給
付事業）（事務
費）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍に
おいて物価高騰等
に直面する生活困
窮者等への支援

○
①エネルギー・食料品

価格等の物価高騰に伴
う低所得世帯支援

6,660 6,660 0 113 6,547 0

①新型コロナウイルス感染症の影響によりエネルギー・食料品
価格等の物価高騰の影響を受けた住民税非課税世帯等に対し
て、生活・くらしの支援をするため、現金給付にあたって必要な
事務経費
②給付金及び給付に係る事務費
③報酬800千円　職員手当等500千円　共済費130千円、旅費30
千円、需用費700千円、役務費2,200千円、委託料2,000千円、使
用料及び賃借料300千円
④R5年度分住民税均等割非課税世帯(生活保護世帯含
む)4,100世帯、家計急変世帯70世帯

－ － ○ － R5.5 R6.3 支給率100％を目標とする。
HP、広報紙を活用のほか、対
象者へ通知する

R5補正（地） 検証済

支給率98.3％、R5年度分住民税均等割非課税世帯
3,462世帯、家計急変世帯21世帯、未申請世帯及び
申請辞退世帯59世帯、エネルギー・食料品価格等の
物価高騰の影響を受けた世帯の経済的負担の軽減
に繋がった。

・市報
・市HP
・新聞広告

福祉課福祉総務係
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9 R4 単 ○ －
ひがしまつしま商品
券発行事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

③消費下支え等を通じ
た生活者支援

69,000 69,000 69,000 0

①新型コロナウイルス感染症の影響による外出・営業自粛及び
物価高騰に伴い消費が減少したことを踏まえ、購買意欲の喚
起、地域経済の活性化を図るため、3割増商品券を販売するも
の。
②3割増商品券に係る割増分経費及び事務費（20,000セット発
行）
【内訳】　販売価格10,000円、使用額面13,000円　販売セット数：
20,000セット
③商品券印刷・販売・換金等に関する経費
　・割増分換金経費　3,000円×20,000セット＝60,000千円
　・運営費補助 9,000千円
④東松島市商工会

－ － － － R5.5 R6.3

令和4年度に実施した商品券発
行事業と同規模の交付率100％
及び換金率99.74％を目標とす
る。

HP、広報紙を活用 R5補正（地） 検証済
交付率100％及び換金率99.72％となり、市内経済の
消費喚起が図られ、物価高騰等の影響を受けた地域
経済の活性化が図られた。

・市ＨＰ
・市報
・チラシ

商工観光課商工振興・企業誘致係

10 R4 単 ○ －
介護施設・障がい者
施設原油高騰対策
事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高騰

対策支援

12,960 12,960 12,960 0

①新型コロナウイルス感染症等の影響による昨今の原油価格
の高騰に伴い、介護施設及び障害者施設等の増加する運営経
費に対し、支援金による経済支援を行うことで、施設等利用者
に対する安定的なサービス提供を図るもの。
②対象施設（事業所）及び車両等に係る運営経費のうち、電気
料金及びガソリン価格等の高騰分に相当する経費の一部
③（電気）原油価格高騰の影響が出始めた令和3年1月分から6
月分までと令和5年1月分から6月分までの電気料金の差額。
（ガソリン等）通所系と訪問系の対象施設等のみ、前記電気料
金の差額が上限額に達しない場合、令和5年1月から6月までに
使用したガソリン等の総量に１ℓ当たり20円を乗じた額を加算。
(ア) 介護老人福祉施設、介護老人保健施設、施設入所支援
　900千円（上限額）× 5施設=4,500千円
(イ) (ア)以外の入所系施設（事業所）
　170千円（上限額）×28施設=4,760千円
(ウ) 通所系及び訪問系等の施設（事業所）
　50千円（上限額）×74施設=3,700千円　　計　12,960千円
④令和5年4月1日時点で介護又は障害福祉サービスを実施す
る施設（事業所）を有する事業者

－ － － － R5.6 R6.3 支給率100％を目標とする。
HP、広報紙を活用のほか、対
象施設へ通知する

R5補正（地） 検証済
対象事業所は29か所となり、支給率は100％。市内の
介護施設・障がい者施設における安定したサービス
の供給が図られた。

・市ＨＰ
・対象事業者への案
内通知

高齢障害支援課障害福祉係

効果検証

予算区分

低所得
世帯支
援枠を
活用す
る事業

通
常
交
付
金

重
点
交
付
金

経済対策との関係

⑨を選択
した場
合、より
効果があ
ると考え
る理由

総事業費

Ｂ Ｃ Ｄ

事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的
指標を設定）

地域住民への周知方法（HP,
広報紙など）

参考資
料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

検査促進枠の
地方負担分に

充当

特定事
業者等
支援

個人を
対象と
した給
付金等

基金

Ｂ３ Ｂ４

251,563                                                                

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

補
助
・
単
独

コロナ禍に
おいて原油
価格・物価
高騰等に直
面する生活
者や事業者
に対する支

援

交付対象事業の名
称

所
管

交付金の区分

コロナ
感染症
への対
応とし
て必要
な事業

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

6,547                                                 

配分予定額計 249,450                                             

移替先 総務省 交付限度額計

地方単独事業費 6,547
配分予定額計

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）
138,920                                             

小計　⑤＋⑥ 138,920                                             

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

103,920                                             

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

123,000
配分予定額計

国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）
-                                                      

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩） 6,547
配分予定額計

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）
-                                                      

国庫補助事業費 0
今回配分予定額

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）
-                                                      

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧） 123,000
配分予定額計

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）
63                                                     

地方単独事業費

地方単独事業費 143,160
今回配分予定額

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）
25,359                                               小計　交付限度額⑨＋⑩ 8,660                                                                   

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥） 143,160 小計　⑤＋⑥ -                                                      
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)

事務費　交付限度額⑩　（令和5年○月○日通知分）
2,113                                                                   

国庫補助事業費 0
今回配分予定額

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）
-                                                      

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
事務費　交付限度額⑨　　（令和5年5月通知分）

6,547                                                                   

地方単独事業費 0
今回配分予定額

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）
-                                                      小計　交付限度額⑦＋⑧ 103,920                                                                

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤） 0
今回配分予定額

国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）
-                                                      

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
交付限度額⑧　（令和5年○月○日通知分）

25,359                                                                  

国庫補助事業費 0
今回配分予定額

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）
63                                                     

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
交付限度額⑦　（令和5年5月通知分）

78,561                                                                  

地方単独事業費 0
既配分額

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）
6,547

国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑥　（令和5年3月29日通知分）

138,920                                                                

担当部局課名 復興政策部復興政策課 国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④） 0
既配分額

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）
78,561

都道府県・市町村コード（５桁） 04214

交付対象経費

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③） 63
既配分額

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）
0

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額③　（令和5年4月以降補助裏分）

-                                                                         

国庫補助事業費 0 小計　⑤＋⑥ 138,920
国のR4予備費分(通常分)

交付限度額④　（令和4年4月28日通知分の本省繰越分）
-                                                                         

地方単独事業費 63
既配分額

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）
138,920 小計　交付限度額①＋②＋③ 63                                                                       

国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑤　（令和4年9月20日通知分の本省繰越分）

-                                                                         

担当者氏名

★令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 宮城県 0225-82-1111（内線1242）
既配分額

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）
0

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額①　（令和4年12月補助裏分の本省繰越分）

0

63地方公共団体名 東松島市 chiso@city.higashimatsushima.lg.jp
既配分額

国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）
0

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額②　（令和5年1月～3月補助裏分）

mailto:chiso@city.higashimatsushima.lg.jp


コロナ_3

（単位：千円）

電話番号

メールアドレス
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Ｂ１ Ｂ２

交付対象
経費

国のR4予
算分（交
付限度額
①、②、

③）

国のR4予
算分（交
付限度額

④）

Ｂ３'
国のR4予
算分（交
付限度額

⑤）

Ｂ３''
国のR4予
算分（交
付限度額

⑥）

Ｂ４’
国のR4予
算分（交
付限度額
⑦、⑧）

Ｂ４’’
国のR4予
算分（交
付限度額
⑨、⑩）

国庫補助
額

その他
（一般財
源や補助
対象外経
費等）

検証状況
成果指標
（可能な限りで定量的指標を記載）

地域住民への周知に関
する資料
（箇条書き）

担当課・係名

合計 272,770 272,770 63 0 0 143,160 123,000 6,547 0 0
記載例
・市報
・市HP

例：総務課総務係

効果検証

予算区分

低所得
世帯支
援枠を
活用す
る事業

通
常
交
付
金

重
点
交
付
金

経済対策との関係

⑨を選択
した場
合、より
効果があ
ると考え
る理由

総事業費

Ｂ Ｃ Ｄ

事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的
指標を設定）

地域住民への周知方法（HP,
広報紙など）

参考資
料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

検査促進枠の
地方負担分に

充当

特定事
業者等
支援

個人を
対象と
した給
付金等

基金

Ｂ３ Ｂ４

251,563                                                                

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

補
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・
単
独

コロナ禍に
おいて原油
価格・物価
高騰等に直
面する生活
者や事業者
に対する支

援

交付対象事業の名
称

所
管

交付金の区分

コロナ
感染症
への対
応とし
て必要
な事業

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

6,547                                                 

配分予定額計 249,450                                             

移替先 総務省 交付限度額計

地方単独事業費 6,547
配分予定額計

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）
138,920                                             

小計　⑤＋⑥ 138,920                                             

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

103,920                                             

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

123,000
配分予定額計

国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）
-                                                      

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩） 6,547
配分予定額計

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）
-                                                      

国庫補助事業費 0
今回配分予定額

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）
-                                                      

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧） 123,000
配分予定額計

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）
63                                                     

地方単独事業費

地方単独事業費 143,160
今回配分予定額

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）
25,359                                               小計　交付限度額⑨＋⑩ 8,660                                                                   

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥） 143,160 小計　⑤＋⑥ -                                                      
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)

事務費　交付限度額⑩　（令和5年○月○日通知分）
2,113                                                                   

国庫補助事業費 0
今回配分予定額

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）
-                                                      

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
事務費　交付限度額⑨　　（令和5年5月通知分）

6,547                                                                   

地方単独事業費 0
今回配分予定額

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）
-                                                      小計　交付限度額⑦＋⑧ 103,920                                                                

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤） 0
今回配分予定額

国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）
-                                                      

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
交付限度額⑧　（令和5年○月○日通知分）

25,359                                                                  

国庫補助事業費 0
今回配分予定額

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）
63                                                     

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
交付限度額⑦　（令和5年5月通知分）

78,561                                                                  

地方単独事業費 0
既配分額

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）
6,547

国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑥　（令和5年3月29日通知分）

138,920                                                                

担当部局課名 復興政策部復興政策課 国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④） 0
既配分額

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）
78,561

都道府県・市町村コード（５桁） 04214

交付対象経費

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③） 63
既配分額

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）
0

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額③　（令和5年4月以降補助裏分）

-                                                                         

国庫補助事業費 0 小計　⑤＋⑥ 138,920
国のR4予備費分(通常分)

交付限度額④　（令和4年4月28日通知分の本省繰越分）
-                                                                         

地方単独事業費 63
既配分額

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）
138,920 小計　交付限度額①＋②＋③ 63                                                                       

国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑤　（令和4年9月20日通知分の本省繰越分）

-                                                                         

担当者氏名

★令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 宮城県 0225-82-1111（内線1242）
既配分額

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）
0

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額①　（令和4年12月補助裏分の本省繰越分）

0

63地方公共団体名 東松島市 chiso@city.higashimatsushima.lg.jp
既配分額

国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）
0

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額②　（令和5年1月～3月補助裏分）

11 R4 単 ○ －
医療機関等向け物
価高騰対策支援事
業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高騰

対策支援

6,390 6,390 6,390 0

①新型コロナウイルス感染症に係る診療・検査体制を担い、ま
た一定の感染リスクを負う東松島市内の東松島市内の医療機
関等（病院・診療所・助産所・調剤薬局）に対して、原油価格の
高騰による物価高に対する支援を行い、市内医療機関の運営
安定に資するもの。
②新型コロナウイルス感染症に係る診療・検査体制を担い、ま
た一定の感染リスクを負う医療機関等に対して、原油価格の高
騰による物価高に対する支援として、電気・ガス・燃油購入費用
の一部を予算の範囲内で一定額の支援金を支給する。
③病院（20床以上）　1床あたりの単価10千円×272床＝2,720千
円
　診療所（内科など）20か所　80千円×20＝1,600千円　※有床
無床は考慮しない
　診療所（歯科）14か所　80千円×14＝1,120千円
　助産所　　　　 2か所　50千円× 2＝　100千円
　調剤薬局　　　17か所　50千円×17＝　850千円　　計6,390千
円
④東松島市内の病院（病床20床以上）2か所、診療所（内科な
ど）20か所、診療所（歯科）14か所、助産所2か所、調剤薬局17
か所（対象基準日：令和5年6月1日）

－ － － － R5.6 R6.3 支給率100％を目標とする。
HP、広報紙を活用のほか、対
象施設へ通知する

R5補正（地） 検証済
支給率100％。
市内医療機関55ヶ所に対し、原油価格の高騰による
物価高に対する支援を行い、運営安定に寄与した。

・医療機関等向け通
知、制度周知チラシ

健康推進課予防健診係

12 R4 単 ○ －

保育・教育施設向け
エネルギー及び食
料品物価高騰対策
支援事業

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○

⑤医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高騰

対策支援

7,100 7,100 7,100 0

①新型コロナウイルス感染症等の影響による昨今の原油価格
及び食料品価格高騰に対応するため、市内保育・教育施設（公
立保育所、私立保育所（園）、私立幼稚園、私立高校）の光熱
費、燃料費、賄材料費の負担を軽減するため、対象となる保
育・教育施設事業者に対し、必要な経費の一部を助成するも
の。
②令和5年4月1日時点において、東松島市内で保育・教育施設
等を運営する事業者
③公立保育所（食）7か所×200千円＝1,400千円
　私立幼稚園（エ）3か所×550千円＝1,650千円
　私立保育園（エ）3か所×500千円＝1,500千円
　　　　　　　　（食）3か所×200千円＝　600千円
　私立保育所(小規模)（エ）2か所×150千円＝　300千円
　　　　　　　　　　　　　（食）2か所× 50千円＝　100千円
　私立保育所(企業型)（エ）1か所×150千円＝　150千円
　　　　　　　　　　　　　（食）1か所×100千円＝　100千円
　私立高校　（エ）1か所×800千円＝　800千円
　　　　　　　（食）1か所×500千円＝　500千円　　合計7,100千円
④市内公立保育所、私立の保育所（園）・幼稚園、私立高校
　（食）…食料品価格高騰分　（エ）…電気料金、ガソリン価格高
騰分

－ － － － R5.6 R6.3 支給率100％を目標とする。
HP、広報紙を活用のほか、対
象施設へ通知する

R5補正（地） 検証済

支給率100％。
価格が高騰している原油及び食料品に対して助成す
ることにより、価格高騰の影響を受けている各施設の
運営費の負担軽減を図ることができ、児童・生徒の安
全安心な保育及び学校運営の実施に寄与した。

対象事業者への案内通
知

子育て支援課保育支援係
復興政策課企画調整・統計係
教育総務課教育総務係

13 R4 単 ○ －
市民生活維持協力
金支給事業（燃油高
騰対策）

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑦中小企業等に対する
エネルギー価格高騰対

策支援
14,000 14,000 14,000 0

①コロナ禍においても社会インフラとしての役割が大きい運送事
業者（道路貨物運送業、タクシー業、運転代行業を営む事業者）
の事業継続を支援するため、市独自の市民生活維持協力金
（燃油高騰対策）を支給するもの。
②事業全般に活用できる給付金を給付
③１.運送業　　　　25千円×505台＝12,625千円
　２.タクシー業　　25千円× 50台＝ 1,250千円
　３.運転代行業　  25千円×  5台＝ 　125千円　合計14,000千
円
④市内において道路貨物運送業、タクシー業、運転代行業を営
む事業者

－ － － － R5.6 R6.3 支給率100％を目標とする。
HP、広報紙を活用のほか、対
象施設へ通知する

R5補正（地） 検証済
支給率100％、対象事業者48社565台となり、市内運
送事業者の経営安定化及び事業継続に寄与した。

・市ＨＰ
・市報
・対象事業者へ案内

商工観光課商工振興・企業誘致係

14 R4 単 ○ －
一次産業燃油・資材
等価格高騰対策事
業

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○

⑥農林水産業における
物価高騰対策支援

12,000 12,000 12,000 0

①新型コロナウイルス感染症等の影響による原油や資材等の
高騰による燃油や配合飼料等の生産経費の負担が増加し、経
営状況が悪化している一次産業者に対して、事業継続を下支え
するため、市独自の支援金を支給するもの。
②農畜産業者
　1)【施設園芸農業者】A重油、灯油、LP（プロパン）ガス
　2)【水産業者】A重油、軽油、ガソリン
　3)【土地利用型農業者】乾燥調製施設に使用する灯油等
　4)【畜産業者】牛及び豚に給与する配合飼料
③1)支援金　A重油、灯油　662,200ℓ× 3.5円＝2,317.7千円
　　　　　　LPガス　　　　4,400㎥× 3.5円＝15.4千円
　2)支援金　A重油、軽油、ガソリン
　　　　　　　　　　　 1,733,000ℓ× 3.5円＝6,065.5千円
　3)支援金（灯油等）     120,000ℓ×　10円＝1,200千円
　4)支援金（配合飼料）       870ｔ×2千円＝1,740千円
　　　　　　　　　　　　　　　合計 11,338.6千円 ≒12,000千円
④施設園芸農業者、水産業者、土地利用型農業者（稲、麦、大
豆）、畜産業者

－ － － － R5.6 R6.3 支給率100％を目標とする。
HP、広報紙を活用のほか、対
象施設へ通知する

R5補正（地） 検証済

①【施設園芸農業者】A重油、灯油、LP（プロパン）ガ
ス
■支給件数／申請件数：27件／27件
■支給金額：1,593,521円
■支給率：100％

②【水産業者】A重油、軽油、ガソリン
■支給件数／申請件数：78件／83件
■支給金額：5,798,321円
■支給率：94％

③【土地利用型農業者】乾燥調製施設に使用する灯
油等
■支給件数／申請件数：48件／48件
■支給金額：613,318円
■支給率：100％

④【畜産業者】牛及び豚に給与する配合飼料
■支給件数／申請件数：20件／20件
■支給金額：1,493,410円
■支給率：100％

HP,広報紙を活用
農林水産課農業政策係
農林水産課指導・振興係

15 R4 単 ○ －
学校給食物価高騰
対策事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍に
おいて物価高騰等
に直面する生活困
窮者等への支援

○
②エネルギー・食料品

価格等の物価高騰に伴
う子育て世帯支援

6,600 6,600 6,600 0

①新型コロナウイルス感染症等の影響による児童・生徒健康維
持とその保護者への物価高騰による経済的負担の軽減対策を
行うもの。
②小・中学校（学校給食）6,599千円　≒6,600千円
③（小学校）10.21円×2,219人×198回＝4,485,886円
　（中学校）10.21円×1,089人×190回＝2,112,551円
　（合計）6,598,437円
※ごはん・パン上昇額　R4→R5　3.64円（炊飯委託費含む）
　牛乳上昇額　　　　　R4→R5　6.57円
④小・中学校保護者

－ － － － R5.6 R6.3

学校給食センターにおいて調理
する、小・中学生合計3,308名を
対象とした保護者への物価高
騰による経済的負担の軽減対
策を行うもの。

HP、広報紙を活用 R5補正（地） 検証済
児童生徒の心身の健全な発育及び保護者の経済的
負担軽減を図ることにより、子育て支援に寄与でき
た。

市報 学校給食センター

mailto:chiso@city.higashimatsushima.lg.jp


コロナ_3

（単位：千円）

電話番号

メールアドレス

Ａ

Ｂ１ Ｂ２

交付対象
経費

国のR4予
算分（交
付限度額
①、②、

③）

国のR4予
算分（交
付限度額

④）

Ｂ３'
国のR4予
算分（交
付限度額

⑤）

Ｂ３''
国のR4予
算分（交
付限度額

⑥）

Ｂ４’
国のR4予
算分（交
付限度額
⑦、⑧）

Ｂ４’’
国のR4予
算分（交
付限度額
⑨、⑩）

国庫補助
額

その他
（一般財
源や補助
対象外経
費等）

検証状況
成果指標
（可能な限りで定量的指標を記載）

地域住民への周知に関
する資料
（箇条書き）

担当課・係名

合計 272,770 272,770 63 0 0 143,160 123,000 6,547 0 0
記載例
・市報
・市HP

例：総務課総務係

効果検証

予算区分

低所得
世帯支
援枠を
活用す
る事業

通
常
交
付
金

重
点
交
付
金

経済対策との関係

⑨を選択
した場
合、より
効果があ
ると考え
る理由

総事業費

Ｂ Ｃ Ｄ

事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的
指標を設定）

地域住民への周知方法（HP,
広報紙など）

参考資
料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

検査促進枠の
地方負担分に

充当

特定事
業者等
支援

個人を
対象と
した給
付金等

基金

Ｂ３ Ｂ４

251,563                                                                

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

補
助
・
単
独

コロナ禍に
おいて原油
価格・物価
高騰等に直
面する生活
者や事業者
に対する支

援

交付対象事業の名
称

所
管

交付金の区分

コロナ
感染症
への対
応とし
て必要
な事業

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

6,547                                                 

配分予定額計 249,450                                             

移替先 総務省 交付限度額計

地方単独事業費 6,547
配分予定額計

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）
138,920                                             

小計　⑤＋⑥ 138,920                                             

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

103,920                                             

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

123,000
配分予定額計

国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）
-                                                      

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩） 6,547
配分予定額計

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）
-                                                      

国庫補助事業費 0
今回配分予定額

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）
-                                                      

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧） 123,000
配分予定額計

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）
63                                                     

地方単独事業費

地方単独事業費 143,160
今回配分予定額

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）
25,359                                               小計　交付限度額⑨＋⑩ 8,660                                                                   

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥） 143,160 小計　⑤＋⑥ -                                                      
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)

事務費　交付限度額⑩　（令和5年○月○日通知分）
2,113                                                                   

国庫補助事業費 0
今回配分予定額

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）
-                                                      

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
事務費　交付限度額⑨　　（令和5年5月通知分）

6,547                                                                   

地方単独事業費 0
今回配分予定額

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）
-                                                      小計　交付限度額⑦＋⑧ 103,920                                                                

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤） 0
今回配分予定額

国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）
-                                                      

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
交付限度額⑧　（令和5年○月○日通知分）

25,359                                                                  

国庫補助事業費 0
今回配分予定額

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）
63                                                     

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
交付限度額⑦　（令和5年5月通知分）

78,561                                                                  

地方単独事業費 0
既配分額

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）
6,547

国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑥　（令和5年3月29日通知分）

138,920                                                                

担当部局課名 復興政策部復興政策課 国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④） 0
既配分額

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）
78,561

都道府県・市町村コード（５桁） 04214

交付対象経費

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③） 63
既配分額

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）
0

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額③　（令和5年4月以降補助裏分）

-                                                                         

国庫補助事業費 0 小計　⑤＋⑥ 138,920
国のR4予備費分(通常分)

交付限度額④　（令和4年4月28日通知分の本省繰越分）
-                                                                         

地方単独事業費 63
既配分額

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）
138,920 小計　交付限度額①＋②＋③ 63                                                                       

国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑤　（令和4年9月20日通知分の本省繰越分）

-                                                                         

担当者氏名

★令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 宮城県 0225-82-1111（内線1242）
既配分額

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）
0

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額①　（令和4年12月補助裏分の本省繰越分）

0

63地方公共団体名 東松島市 chiso@city.higashimatsushima.lg.jp
既配分額

国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）
0

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額②　（令和5年1月～3月補助裏分）

16 R4 単 ○ －

介護施設・障がい者
施設原油高騰対策
事業（第2期）（重点
交付金分）

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高騰

対策支援

12,897 12,897 12,897 0

①新型コロナウイルス感染症等の影響による昨今の原油価格
の高騰に伴い、介護施設及び障害者施設等の増加する運営経
費に対し、支援金による経済支援を行うことで、施設等利用者
に対する安定的なサービス提供を図るもの。
②対象施設（事業所）及び車両等に係る運営経費のうち、電気
料金及びガソリン価格等の高騰分に相当する経費の一部
③（電気）原油価格高騰の影響が出始めた令和3年7月分から
12月分までと令和5年7月分から12月分までの電気料金の差
額。
（ガソリン等）通所系と訪問系の対象施設等のみ、前記電気料
金の差額が上限額に達しない場合、令和5年7月から12月まで
に使用したガソリン等の総量に１ℓ当たり20円を乗じた額を加
算。
(ア) 介護老人福祉施設、介護老人保健施設、施設入所支援
　900千円（上限額）× 5施設=4,500千円
(イ) (ア)以外の入所系施設（事業所）
　170千円（上限額）×28施設=4,760千円
(ウ) 通所系及び訪問系等の施設（事業所）
　50千円（上限額）×74施設=3,700千円　　計　12,960千円
④令和5年4月1日時点で介護又は障害福祉サービスを実施す
る施設（事業所）を有する事業者

－ － － － R5.9 R6.3 支給率100％を目標とする。
HP、広報紙を活用のほか、対
象施設へ通知する

R5補正（地） 検証済
対象事業所は30か所となり、支給率は100％。市内の
介護施設・障がい者施設における安定したサービス
の供給が図られた。

・市ＨＰ
・対象事業者への案
内通知

高齢障害支援課障害福祉係

17 R4 単 ○ －

介護施設・障がい者
施設原油高騰対策
事業（第2期）（通常
分）

○ － ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 63 63 63

①新型コロナウイルス感染症等の影響による昨今の原油価格
の高騰に伴い、介護施設及び障害者施設等の増加する運営経
費に対し、支援金による経済支援を行うことで、施設等利用者
に対する安定的なサービス提供を図るもの。
②対象施設（事業所）及び車両等に係る運営経費のうち、電気
料金及びガソリン価格等の高騰分に相当する経費の一部
③（電気）原油価格高騰の影響が出始めた令和3年7月分から
12月分までと令和5年7月分から12月分までの電気料金の差
額。
（ガソリン等）通所系と訪問系の対象施設等のみ、前記電気料
金の差額が上限額に達しない場合、令和5年7月から12月まで
に使用したガソリン等の総量に１ℓ当たり20円を乗じた額を加
算。
(ア) 介護老人福祉施設、介護老人保健施設、施設入所支援
　900千円（上限額）× 5施設=4,500千円
(イ) (ア)以外の入所系施設（事業所）
　170千円（上限額）×28施設=4,760千円
(ウ) 通所系及び訪問系等の施設（事業所）
　50千円（上限額）×74施設=3,700千円　　計　12,960千円
④令和5年4月1日時点で介護又は障害福祉サービスを実施す
る施設（事業所）を有する事業者

－ － － － R5.9 R6.3 支給率100％を目標とする。
HP、広報紙を活用のほか、対
象施設へ通知する

R5補正（地） 検証済 対象事業所無し。  ・市ＨＰ 高齢障害支援課障害福祉係

mailto:chiso@city.higashimatsushima.lg.jp

